
� 研究開発ઓུの推進
超高齢化社会を迎え、厳しい国際競争の中で、我が国経済の持続的成長を図るためには、ICTを最大限活用し、

サイバー空間と現実世界の融合を図り、新たな価値創出に取り組んでいくことが不可欠である。2016年（平成28
年）1月に閣議決定された第5期科学技術基本計画においても、このような取組を「Society 5.0」として政府全体
で強力に推進し、ICTはその実現に不可欠な基盤的技術として戦略的強化を図ることとしている。

このような中、情報通信審議会情報通信技術分科会技術戦略委員会では、「新たな情報通信技術戦略の在り方」
（2014年（平成26年）12月18日付け諮問第22号）について、2016年度（平成28年度）からの5年間を目途と
し、ICT分野において国や国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT：National Institute of Information 
and Communications Technology）等が取り組むべき重点研究開発分野・課題及び研究開発、成果展開等の推
進方策の検討を行い、2015年（平成27年）7月28日に中間答申＊1がなされた。総務省では、同中間答申の提言
を踏まえ、NICTの次期中長期目標を策定するとともに、産学官によるIoT推進体制として、2015年（平成27
年）10月に「IoT推進コンソーシアム」が設立され、同コンソーシアムのもとに設置された「スマートIoT推進
フォーラム（技術開発WG）」において、IoT関連技術の開発・実証・標準化の推進に向けた取組を進めている。

続いて、2016年（平成28年）7月には、第2次中間答申＊2がなされ、IoT/ビッグデータ/AI時代において、
我が国経済が国際競争力を維持・強化し、持続的な成長を図るための「スマートIoT推進戦略」と「次世代人工知
能推進戦略」や、新しい時代に若い世代が世界と伍していくための「IoT人材育成策」と、今後の国際標準化活動
における重点領域及び重点領域ごとの具体的目標を定める新たな「標準化戦略」が取りまとめられた。

さらに、IoT/BD/AI時代を迎えた熾烈な国際競争の中で、我が国社会の生産性向上と豊かで安心な生活を実現
するため、技術戦略委員会における検討が続けられ、次世代AI技術の社会実装を図るとともに、その駆動力とな
る超大量データを活用可能なICTデータビリティを推進するための戦略である「次世代AI社会実装戦略」及び

「次世代AI×ICTデータビリティ戦略」が、2017年（平成29年）7月に第3次中間答申＊3として取りまとめられ
た。

また、少子高齢化や地域社会の活性化といった将来的な社会的課題の解決に向けたICT分野の技術課題や技術
開発・社会実装の推進方策等について、中長期的な技術戦略等を検討するため、2017年（平成29年）12月から、

「ICT分野における技術戦略検討会＊4」を開催しており、2018年（平成30年）7月に検討状況が取りまとめられ
た。2018年（平成30年）12月からは、AI技術、センシング技術、ネットワーク技術などの世界最先端のICT研
究開発を進めると共に、ICTの社会実装とその海外展開、国際標準化などによる世界の社会課題解決を進めるた
めの戦略を検討するため、「デジタル変革時代のICTグローバル戦略懇談会＊5」を開催し、検討を行っている。さ
らに、同懇談会の下に「技術戦略ワーキンググループ」を開催し、Society5.0の実現や国際競争力の強化に向け
て国が重点的に取り組むべき施策や国内の社会課題解決に向けた技術開発の推進及び開発を促進するための環境の
整備、国際標準化、国際連携の推進等について検討を行い、同懇談会に報告することとしている。

総務省では、これらの取組を通じ、ICTを専門とする唯一の公的研究機関であるNICT等と連携して、我が国
の将来の発展へのシーズを生み出すICT分野の研究開発と、研究成果の社会実装によるイノベーション創出の実
現に向けた取組を推進している。

＊1	 தؒ౴ਃ：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin03_02000136.html
＊2	 ୈ2࣍தؒ౴ਃ：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02tsushin03_03000223.html
＊3	 ୈ3࣍தؒ౴ਃ：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin03_02000216.html
＊4	 IC5෼໺ʹ͓͚Δٕज़ઓུݕ౼ձ：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/technical_strategy_ict/indeY.html
＊5	 σδλϧมֵ࣌୅のIC5グロʔόϧઓུ࠙ஊձ：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin03_02000260.html
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� Խڧ研究開発の͚ͨ޲ʹݱઌ୺のࣾձશମのICTԽ࣮࠷

ֵ৽తޫωοτϫʔΫٕज़の研究開発の推進�
2020年（令和2年）以降、5G普及による高精細動画の携帯端末への配信、8Kコンテンツのインターネット配

信、遠隔医療、IoT機器等からのデータ収集、AI活用のためのビッグデータ流通、自動運転のための情報の送受
等のネットワークと連携したサービスの普及により、データトラフィックが爆発的に増大し、ネットワーク全体の
通信容量がひっ迫することが指摘されている。これまで研究開発を行ってきた現行技術のみによる基幹網の大容量
化は限界に近づきつつあり、現行技術でさらなる大容量化に対処する場合には、光ケーブル・送受信器等の増設及
びそれに伴う電力・設置空間・コストの増大が課題となっている。

これらに対応するため、総務省では2018年度（平成30年度）から毎秒5テラビット級光伝送用信号処理技術、
マルチコアファイバ伝送技術等の革新的な光伝送技術を確立するとともに、アクセス網において多様化する通信
サービス需要を効率的に収容する高効率光アクセスの基盤技術の研究開発を行っている（ਤද�������）。

"IΛ׆༻ͨ͠ωοτϫʔΫࣗಈ࠷ద੍ٕޚज़の研究開発�
スマートフォンやIoT機器の急速な普及に伴い、ネットワークを流れるトラヒック量は今後、爆発的に増加する

ことが見込まれており、ICTの利活用やAIによる技術革新を背景として交通、医療・介護、農業、製造業等の
様々な分野で新たなサービスが創出され、それぞれのサービス毎に多種多様なサービス要件（伝送速度、伝送遅
延、同時接続数等）が求められるようになっている。

これらの要件に対応し、ネットワークが多種多様なサービスの実現に資する基盤となっていくために、総務省で
は2018年度（平成30年度）から、ネットワーク制御へのAIの活用やトラヒックの状態分析を行うための「AIに
よるネットワーク運用技術」、及びAIによるサービス要件分析やネットワークリソースの最適配分を行うための

「AIによるネットワークサービス自動最適運用制御技術」の2つから成る、革新的AIネットワーク統合基盤技術
の研究開発を行っている（ਤද�������）。
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ଟޠݴԻ੠຋༁ٕज़の研究開発ɾ࣮ূの推進�

総務省では、「グローバルコミュニケーション計画」を2014年（平成26年）4月に発表し、NICTが開発した
多言語音声翻訳システムを社会実装することにより、世界の「言葉の壁」をなくし自由でグローバルな交流を実現
することとしている。同計画を着実に進めるため、総務省では2015年度（平成27年度）から5年間の計画で、
多言語音声翻訳システムを社会実装する上で必要な取組として、周囲の様々な雑音の中で会話を正確に認識するた
めの雑音抑圧技術等の研究開発や、病院、商業施設、鉄道、タクシー等の実際の現場での性能評価等を実施してい
る。2018年度（平成30年度）には、岐阜市及びセントレア空港等の全面協力の下、訪日外国人の方が旅行され
ることを想定し、防災・医療・鉄道・タクシー・ショッピングの5分野横断型の大規模実証実験を初めて実施した。
さらに、NICTは、翻訳精度の一層の向上を目指して、様々な分野の翻訳データを集積する「翻訳バンク」の運用
を通じ、質の高い対訳データによる多言語音声翻訳技術のさらなる高精度化に向けて取り組んでいる。

�஌ೳٕज़の研究開発޻୅ਓੈ࣍
現行の人工知能技術の主流である深層学習は、大規模なデータや莫大な計算資源が必要となるという弱点を持っ

ている。そこで、総務省では2017年度（平成29年度）から、深層学習を超える次世代人工知能技術を実現する
ため、大規模なデータや莫大な計算資源を必要としない人間の脳の処理のメカニズムを人工知能技術に導入すべく

「次世代人工知能技術の研究開発」を実施している。
2018年度（平成30年度）は、人間の脳の処理メカニズムのモデル化、超低消費電力演算処理技術等の研究開

発を継続しつつ、次世代人工知能技術の実証実験テーマの一つとして、眼球運動データから統合失調症患者の鑑別
を支援するツールの開発を開始した。当該ツールについて、2019年度（令和元年度）にプロトタイプを製作し、
2024年度（令和6年度）までに診断支援ツールとしての実用化を目指している。

�౓ର࿩ΤʔδΣϯτٕज़の研究開発の推進ߴ
海外の大手ICT企業が大規模な対話プラットフォームを構築してデータの蓄積を行い、そのデータによって高

度な人工知能を生み出そうとしている熾烈な国際競争の中において、我が国が海外の大企業に対抗するためには、
一刻も早く、自然言語処理技術の社会実装を加速化させ、貴重な日本語データを我が国の手元で活かすような仕組
みを構築する必要がある。

そのため、総務省では2018年度（平成30年度）より、従来の「命令実行」型対話技術では実現困難な、世界
的に認められた「おもてなし」に代表される日本の対人関係観を反映した「よりそい」型対話を可能とする高度対
話エージェント技術の研究開発・実証を実施している。開発した対話プラットフォームについては、オープンソー
スとして公開し、高度対話技術の利活用を推進する開発コミュニティの育成を図る。（ਤද�������）。
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IPTڞ௨ج൫ٕज़のཱ֬ɾ࣮ূ�
本格的なIoT社会の到来により、膨大な数のIoT機器がネットワークに接続されることや、通信量（トラヒッ

ク）が急増することが予測されており、これらへの対応が課題となっている。多様なIoTサービスを創出し、膨大
なIoT機器による多様なサービスの接続ニーズに対応するため、総務省は、2016年度（平成28年度）から、膨
大な数のIoT機器を迅速かつ効率的に接続する技術、異なる無線規格のIoT機器や複数のサービスをまとめて効
率的かつ安全にネットワークに接続・収容する技術等の共通基盤技術の研究開発を実施している。2018年度（平
成30年度）は、接続・実装・制御が容易な共通プラットフォーム技術（W3C Web of Things（WoT））や、機
器・ネットワークの運用情報を取得可能なプロトコル（ITU-T G.9973 HTIP）等の国際標準規格を用いた互換性
を有するシステムを開発する等の成果が得られた。

こうした研究成果のさらなる成果展開を図るため、総務省では、産学官連携による推進体制である「スマート
IoT推進フォーラム」と連携することで国際標準化を推進している。加えて、内閣府の官民研究開発投資拡大プロ
グラム（PRISM）の枠組みを活用し、農業分野へのIoT／AIの実装を加速するための研究開発及び実フィールド
における実証を関係省庁と連携しながら実施することで、IoT共通基盤技術の社会実装を推進している。

ϫΠϠϨε޻৔の推進�
工場などの製造現場では、消費者の多様なニーズに応えるための生産ラインの柔軟な変更を可能とする工場内通

信のワイヤレス化や、無線センサを活用した産業機械の故障予知など、無線の利活用が期待されている。一方で、
工場内においては様々な無線システムが混在することや産業機械から電波雑音が発生することにより、無線通信が
不安定化することが課題となっている。こうした課題に対応するため、総務省では、工場など狭空間における無線
通信を最適制御する技術の研究開発・国際標準化、成果の国際展開を見据えた日独間の国際連携、無線使用に関す
るリテラシーの向上のための人材育成等を実施している。

� ԉࢧΠϊϕʔγϣϯ૑ग़ͨ͠༺׆Λۚࢿ૪తڝ
競争的資金とは、広く研究開発課題を募り、提案された課題の中から専門家を含む複数の者による評価に基づい

て実施すべき課題を採択し、研究者等に配分する研究開発資金である。総務省では、ICT分野の研究開発におけ
る競争的資金である「戦略的情報通信研究開発推進事業」（SCOPE）等を実施している。

ઓུత৘ใ௨৴研究開発推進ۀࣄʢ4C01&ʣ�
情報通信技術（ICT）分野において新規性に富む研究開発課題を大学・国立研究開発法人・企業・地方公共団体

の研究機関などから広く公募し、外部有識者による選考評価の上、研究を委託する競争的資金として、2002年度
（平成14年度）から延べ1,000件以上の研究開発課題に対して支援を行っている。これにより、未来社会における
新たな価値創造、若手ICT研究者の育成、ICTの利活用による地域の活性化等を推進している。

ਤද������� ౓対࿩ΤʔδΣϯτٕज़のΠϝʔδߴ
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2018年度（平成30年度）は、（1）重点領域型研究開発（ICT重点研究開発分野推進型）、（2）ICT研究者育成
型研究開発（若手研究者枠及び中小企業枠）、（3）電波有効利用促進型研究開発、（4）国際標準獲得型研究開発及
び（5）異能（Inno）vationの五つのプログラムに関する研究課題を実施している。このうち重点領域型研究開
発においては、基礎的な段階からの研究開発課題について、2017年度（平成29年度）まで公募していた地域
ICT振興型研究開発の理念を包含する「3年枠」を設定し、従来の研究開発課題の早期の実用化及び社会展開を目
的とした研究開発を「2年枠」として公募を開始した。

ҟೳʢIOOPʣWBUJPOϓϩάϥϜ�
ICT分野において、破壊的イノベーションの種となるような技術課題への挑戦を支援する「異能（Inno）

vationプログラム」を実施している。本プログラムの目的は、ICT分野において破壊的な地球規模の価値創造を
生み出すために、大いなる可能性があるが奇想天外で野心的な課題への挑戦を支援することである。そのため、野
心的な目標設定に対し、革新的なアプローチによる挑戦を奨励している。また、実現への道筋が明確となるような
価値ある失敗を高く評価することとしている（ਤද�������）。

2018年度（平成30年度）は、11,420件の応募があり、「破壊的な挑戦」部門については11名の最終選考通過
者が果敢に技術課題への挑戦を開始し、また、協力協賛企業の協力の下「ちょっとした、けれども誰も思いついた
ことのないような面白いアイデア」、「自分でも一番良い使い方が分からないけれど、こだわりの尖った技術」、「自
らが発見した実現したい課題」を表彰する「ジェネレーションアワード」部門については業務実施機関や協力協賛
企業等が主催した「OPEN 異能（inno）vation 2018」イベント（2018年（平成30年）10月24日）において
39件の表彰等が行われた（ਤද�������）。併せて、応募提案者と協力協賛企業とのマッチング等を実施し、社会
展開への機会を促進している。
ਤද������� ҟೳWBUJPOϓϩάϥϜのεΩʔϜ

ഁյ的イノベー
ションのछとな
る技術՝୊΁の
௅ઓ（�年間）

ᶃഁյతͳ௅ઓ෦໳

応ื対৅ બߟ

�0݅ఔ度

者ߟऴબ࠷

・数݅ʙे݅ఔ度

�0݅ఔ度

スーパバイβー
による
ॻྨҰ࣍બߟ

スーパバイβー
による
໘઀ೋ࣍બߟ

ଔۀ
�0݅ఔ度
支援ֹ�00ສԁ上ݶ

͞Βなる௅ઓ・ΰール΁のಓےが໌֬になるՁ஋ある「ࣦഊ」を঑ྭ ˠ りฦし応ืՄೳ܁

ҟೳWBUJPO
ϓϩάϥϜ

ᶄδΣωϨʔγϣϯ
ɹΞϫʔυ෦໳
w ちΐっとした、けれども୭もࢥいつい

たことのないよ͏な໘നいアイσア
w 自分でもҰ൪ྑい࢖いํが分かΒない

けれど、こͩΘりのઑった技術
w 自Βが発ݟした実現したい՝୊

ҟೳWation施策のൣғ
຿実施機ؔの自ओ的औ組ۀ

૯຿ল プログラムධՁҕһ会 ຿実施機ؔのධՁ、৹ࠪの適ਖ਼ੑධՁ、スーパーバイβーなどҕһ会のঝೝۀ

දজ（෭৆त༩）
分野ผコンテスト

力したڠとۀاࢍڠ力ڠ

຿実施機ؔによるӡ用ۀ

ICT分野の大いなる
Մೳੑがあるح૝ఱ外で
野৺的な技術՝୊
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ICTΠϊϕʔγϣϯ૑ग़νϟϨϯδϓϩάϥϜ�
ICT分野における我が国発のイノベーションを創出するため、民間の事業化ノウハウ等の活用による事業化育

成支援と研究開発支援を一体的に推進することで、ベンチャー企業や大学などによる技術成果の具現化を促進し、
新事業への挑戦を支援する「ICTイノベーション創出チャレンジプログラム（I-Challenge!）」（ਤද�������）を
2014年度（平成26年度）から実施している（常時応募可能）。本事業は、我が国の技術力・アイデアを活かした
新事業や新サービスの創出を促進するとともに、民間資金（リスクマネー）の活性化を誘発し、ICT分野におけ
るエコシステムの形成促進に貢献することを目指すものである。

2018年度（平成30年度）は、養殖用の生け簀内の魚群のモニタリング及び誘導を実現する次世代の養殖シス
テムの開発を目指す生体群制御による養殖効率化システムの開発など3件を採択し、事業化に向けた支援を実施し
ている。

ਤද������� ʮ01&/ ҟೳʢJOOPʣWBUJPO ����ʯΠϕϯτの༷ࢠ

ਤද������� ʮ*$5Πϊϕʔγϣϯ૑ग़νϟϨϯδϓϩάϥϜʯの࠾୒Ҋ݅の੒Ռྫ

（୒࠾20��年度（ฏ੒2�年度））　会社スマートドライブࣜג
ઐ用のσバイスをंにつけるͩけで؆୯にंのӡసや೩අの֬ೝ、ंの݈߁਍அができるઐ用σバイスとスマー
トフォンアプリを開発

（୒࠾20��年度（ฏ੒2�年度））会社-iRuidࣜג
ಠ自の画૾ղੳ技術とϏッグσーλղੳ技術（AIղੳ）をجに、ੜମ情報のޮ཰的なσーλベース؅ཧٴͼクラ
ウド上でのর合ํ๏を開発、ैདྷの数ઍഒఔ度の速度でݸ人をಛఆ

（୒࠾20��年度（ฏ੒2�年度））会社プラントライフシステムζࣜג
ಠ自開発したੜମセンαーと野ࡊ育੒プログラムにより、野ࡊの݈߁状ଶをৗにݟकり、育੒を༧ଌしてコント
ロールする࠿ഓ支援システムを実用Խ

（୒࠾20��年度（ฏ੒2�年度））会社;�Worksࣜג
を఻͑、ҟৗ発گ由で状ܦ者にスマートフォンޢ಺にઃஔ͞れたセンαーσーλをクラウドでղੳし、ඃհࣨډ
ੜ࣌はアラート発報することがՄೳなհޢ支援システムٴͼඇ઀৮型バイλルセンαーを開発

（୒࠾20��年度（ฏ੒2�年度））会社abaࣜג
͓Ήつ交׵のλイミング༧ଌにͮجいた計画的なհޢをՄೳにするඇ૷ண型ഉᔔषݕ஌シートٴͼഉᔔݕ஌アル
ΰリζムを開発
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� ICTࡍࠃ࿈ܞ推進研究開発ϓϩάϥϜ

�ಉ研究ڞࡍࠃઓུతͳͨ͠ܞ੓෎ͱ࿈ࠃ֎
ICT市場のグローバル化の加速に伴い、国際標準の獲得やグローバルニーズに応じた研究開発の必要性が一層

増加している。その中で、我が国の研究機関が実施する研究開発成果の更なる展開やイノベーションの創出を図る
ためには、研究開発の初期の段階から国際標準化や実用化等の出口を見据え、各国の有する技術の優位性を踏まえ
つつ、外国政府との連携による戦略的な研究開発を推進することが有効である。総務省では、2012年（平成24
年）5月の日欧閣僚級会合での合意を踏まえ、2012年度（平成24年度）から、欧州委員会と連携し、我が国と欧
州における大学、民間企業等研究機関の共同提案に対して研究開発資金を支援するため、日欧共同研究を実施して
いる。さらに、2016年度（平成28年度）から米国研究機関との国際共同研究を開始した。2018年度（平成30
年度）は、日欧共同研究において第4次公募案件として2テーマ（スマートシティ（相互運用性）、5G（アプリ
ケーション））、日米共同研究において第2次公募案件として1テーマ（インフラ維持管理）の研究を開始しており、
2018年（平成30年）12月に総務省、情報通信研究機構及び欧州委員会が第7回日欧国際共同研究シンポジウム
を開催し、ICT分野において日欧連携を更に強化していくことが確認された。

研究ऀのྲྀަࡍࠃ推進�
NICTでは、高度通信・放送分野に関し、最新の技術及び研究情報の共有、技術水準の向上並びに人材育成に寄

与するとともに、研究開発の推進及び国際協力に貢献するため、研究者の国際交流を推進する「国際交流プログラ
ム」を実施している。

同プログラムでは、海外の研究者を受け入れて情報通信技術の研究開発を行うことを希望する国内の機関を支援
しており、我が国及び世界の研究者の国際交流の促進に貢献している。2018年度（平成30年度）においては、
アジア等から計12件（前年度からの継続2件を含む）の研究者招へいに対する支援を実施した。

� 研究開発੒Ռのࣾձ࣮૷の推進

�༺׆ରԠʹ͓͚ΔICTの֐ࡂ
総務省では、東日本大震災での経験を踏まえ、2011年度（平成23年度）より災害に強い情報通信技術の実現

に向けた研究開発施策に取り組むとともに、総務省、NICT、大学及び民間企業からなる耐災害ICT研究協議会等
を中心とした産学官連携体制により、研究開発成果の普及展開を進めている。

2014年度（平成26年度）より、内閣府が推進する府省横断による戦略的イノベーション創造プログラム（SIP：
Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program）第1期の研究テーマの一つである「レジリエン
トな防災・減災機能の強化（リアルタイムな災害情報の共有と利活用）」において、総務省及びNICTの研究開発
成果を活用し、豪雨・竜巻予測技術の開発や、災害情報の配信技術の開発などの取組を実施しており、2018年度

（平成30年度）からは、SIP第2期の研究テーマの一つである「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」におい
て、通信途絶領域解消技術等を実装したシステムの開発、線状降水帯観測・予測システムの開発、および衛星デー
タ等を活用した被災状況解析・共有システムの開発などの取組を実施している。

研究੒Ռのࣾձ࣮૷ΛՃ଎͢Δςετϕουのߏஙŋ׆༻�
NICTでは、1999年度（平成11年度）より、超高速研究開発ネットワークテストベッド（JGN）を構築し、

これを国内外の研究機関等へ広く開放することで、先進的なネットワーク技術の研究開発や多様なアプリケーショ
ン実証実験の推進等に貢献してきた。また、2002年度（平成14年度）より、大規模エミュレーションテストベッ
ド（StarBED）の運用を開始し、様々な技術の検証テストベッドを提供している。2016年（平成28年度）以降
は、IoTの技術実証と社会実証の一体的な推進のために、JGN、StarBEDの拡張に加え、広域SDNテストベッド

（RISE）、大規模IoTサービステストベッド（JOSE）等のテストベッドを統合した「NICT総合テストベッド」を
構築・運用している。
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2018年度（平成30年度）には、IoTのラストワインマイルをサポートするために可搬型システム一式を貸し出
す「キャラバンテストベッド」等の本格運用を開始し、IoT向けのテストベッドメニューの拡大を行っている。

� ͦのଞの研究開発

Ӊ஦௨৴ٕज़�
Ξɹٕज़ݧࢼӴ੕�߸ػͷ։ൃ

総務省では、宇宙基本計画に「新たな技術試験衛星を2021年度（令和3年度）めどに打ち上げることを目指
す。」と記載されたことを踏まえ、文部科学省等と連携し、フレキシブルペイロード技術等の軌道上実証を目指し、
大容量伝送可能な技術試験衛星9号機の開発に取り組んでいる。

ΠɹӉ஦ར༻ͷকདྷ૾ʹؔ͢Δ࠙࿩ձ
人口問題、資源・エネルギー枯渇、環境汚染等、山積する課題に対して、宇宙利用の推進・高度化は、先駆的な

イノベーションよる打開策を導き出すために有効であると期待されている。宇宙利用におけるイノベーションによ
りもたらされる新たな将来像について幅広く懇話することにより、宇宙利用における我が国の目指すべき方向性や
ICTの利活用推進に向けて短期的及び長期的に取り組むべき方策について検討するため、2018年（平成30年）2
月、「宇宙利用の将来像に関する懇話会＊6」が立ち上げられた。

また、宇宙を新たなビジネスフロンティアと捉えるとともに、現代社会が抱える社会的課題の解決に向け、その
実現のために必要となる情報通信に関する新たな要素技術等について、より専門的な観点から検討するため、
2018年（平成30年）8月に同懇話会の下に「宙を拓くタスクフォース」を開催し、2030年代以降の宇宙利用の
将来像について意見交換を行い、その将来像の実現のために必要となる情報通信技術等について検討を行ってい
る。

ະདྷICTج൫ٕज़�
Ξɹ௒ߴप೾*$5ٕज़ʹؔ͢Δڀݚ։ൃ

総務省及びNICTでは、ミリ波、テラヘルツ波等の未開拓の超高周波帯を用いて、新しい超高速無線通信方式
や、センシングシステムの実現を目指した基盤技術の研究開発を実施している。2018年度（平成30年度）は、
超高周波領域での通信・計測システムにおいて基準信号を精度よく生成するために必要な高安定光源の研究開発に
おいて重要となる、非常に鋭い共振特性を持った共振器の実現に向けて、導波路の微細加工技術の改良によって、
低損失化を進め、従来比2倍となる約2×105の共振器内部Q値を達成した。さらに300GHz帯での送信と受信の
機能を1つのシリコンチップに統合したワンチップトランシーバの開発に成功し、毎秒80ギガビットの伝送速度
を実現した＊7。

Πɹྔ5ٕ$*ࢠज़ʹؔ͢Δڀݚ։ൃ
NICTでは、計算機では解読不可能な量子暗号技術や、微弱な光信号から情報を取り出す量子信号処理に基づく

量子通信技術の研究開発を実施している。 2018年度（平成30年度）は、量子暗号を将来的に既存の光ネットワー
クに導入していくための取組として、1つの光ファイバー中で量子暗号と光通信を多重化する技術の開発に取り組
み、連続量方式量子暗号と100波多重18.3Tbpsの超高速光通信の波長多重同時伝送に成功した。量子通信技術に
ついても、2018年度（平成30年度）は、前年度までに光空間通信テストベッドに実装した物理レイヤ秘密鍵共
有システム（信号変調速度10MHz）の高速化に向けて、信号変調速度1GHzの送受信システムを開発し、その基
本動作実証に成功した（ਤද�������）。

＊6	 Ӊ஦ར用のকདྷ૾ʹؔ͢Δ࠙࿩ձ：	http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/space_utili[ation/indeY.html
＊7	 /IC5プϨεリリʔε（2019೥（ฏ੒31೥）2݄19೔）：https://www.nict.go.jp/press/2019/02/19-1.html
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΢ɹφϊ*$5ٕज़ʹؔ͢Δڀݚ։ൃ
NICTでは、ナノメートルサイズの微細構造技術と新規材料により、光変調・スイッチングデバイスや光子検出

器等の性能を向上させる研究開発を実施している。2018年度（平成30年度）は、スロット底部の高抵抗化プロ
セスと界面制御による電荷注入抑制技術を用いることにより、小型超高速光変調器の変調動作確認に成功した。ま
た、狭ピッチ光フェーズドアレイを設計・試作し、最大偏向角22.5度、100kHz高速動作を実証した。超伝導単
一光子検出器（SSPD）の大規模SSPDアレイの実現に向けて、SFQ極低温信号処理による64ピクセルSSPDア
レイの機械式冷凍機中での完全動作を世界で初めて実証し、光子計数感度を持つイメージングセンサの実現に向け
て大きく前進した。

Τɹ೴*$5ٕज़ʹؔ͢Δڀݚ։ൃ
NICTでは、人の認知、行動等の機能解明を通じて、高齢者や障害者の能力回復、健常者の能力向上、脳科学に

基づいた製品、サービス等の新しい評価方法の構築等に貢献する脳型情報処理技術、高精度な脳活動計測や脳情報
に係るデータの統合・共有・分析を実現する技術等を研究開発している。

2018年度（平成30年度）は、脳型情報処理技術では、脳活動データを用いた人工脳モデル構築を介し、MRI
による脳活動計測及び人工脳を用いた予測脳活動からの知覚内容推定を行う技術を開発し、当該技術の技術移転に
より、商用サービスの広範化に貢献した。更に、英語リスニング時の脳波を解析し、英語習熟度レベルを反映する
脳波指標を決定し、脳波を利用した語学力評価の基盤を構築した。また、脳活動計測技術では、特殊な撮像法と画
像再構成法を開発し、0.6ミリ角のfMRI計測に世界で初めて成功した。

ి࣓೾ηϯγϯάج൫ٕज़�
NICTでは、ゲリラ豪雨・竜巻に代表される突発的大気現象の早期捕捉・発達メカニズムの解明に貢献すること

を目的として、風、水蒸気、雲、降水等を高い時間空間分解能で観測する技術の研究開発を実施している。2018
年度（平成30年度）は、フェーズドアレイ気象レーダーの二重偏波化（マルチパラメータ・フェーズドアレイ気
象レーダー（MP-PAWR））に関する研究開発を他機関との連携により実施し、レーダーの性能評価後、2018年

（平成30年）7月下旬より観測運用を開始した（ਤද�������）。また、地デジ放送波の伝搬遅延を高精度に測定
し、豪雨の早期検出等に有用な水蒸気量を推定する技術に関しては、面的観測を目指して首都圏に観測網の整備を
進めたほか、多点展開に必要な装置の小型化・省電力化を目指した試作を行った。

ਤද������� ज़のΠϝʔδٕ߸҉ࢠ௨৴ٕज़ͱྔࢠྔ

ज़ٕ߸҉ࢠ௨৴ٕज़ྔࢠྔ

཭ڑ信߸ॲཧ技術による௒長ࢠྔ・出ݕࢠޫ
での大༰ྔ通信ޫࢠを࢖ったݪཧ的に౪ௌできない҉߸通信

東京ޫۭ間テストベッド
（TokZo '40 Testbed）

Ӵ੕ޫ通信のੑೳվળ

কདྷの活用イϝージ

ԽڧΧルテシステムのセΩュリテΟࢠి

ൿಗスマートフォン

ൿಗT7会ٞ

様々な情報通信機器に҉߸伴を供څし、セΩュリテΟをڧԽ

ి気通信大学 /ICT

੒、഑ૹ࡞って҉߸伴を࢖をࢠޫ

Ӵ੕ ແ人ۭߤ機
ドローン

ंं間通信、センシング

ޫフΝイバ໢にྔࢠ通信技術、ྔ҉ࢠ߸技術をಋ入

伴഑ૹ૷ஔࢠྔ

伴഑ૹネットϫークࢠྔ
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さらにNICTでは、天候や昼夜によらず地表面を詳細に撮像できる航空機搭載合成開口レーダー（SAR）の研
究開発を進めており、2018年度（平成30年度）は、画質（空間分解能等）を高めた次世代航空機搭載合成開口
レーダー（Pi-SAR X3）の製作とPi-SAR X3を機体に設置するための機体改修の設計作業に取り組んでいる。ま
た、これまでPi-SAR2で試験観測によって得られた観測データを用いて深層学習による土地被覆分類手法の開発
やGISデータとSAR画像と融合した被災地解析手法（浸水領域の抽出や浸水深の算定等）の開発を実施し、情報
抽出技術の更なる高度化を実施した。

この他、NICTでは、地球規模の気候変動の診断・予測精度向上に有用な衛星搭載センサの研究開発を実施して
おり、サブミリ波サウンダーのための2THz帯受信機の開発や衛星搭載雲プロファイリングレーダー（EarthCARE/
CPR）の開発及び地上検証用雲レーダーの開発を実施している。また、通信/放送/測位/衛星利用などに影響を
及ぼす太陽活動や地球近傍の電磁波環境などの監視を行い「宇宙天気予報」を配信している。2017年度（平成29
年度）には、9月6日に11年ぶりに発生した大規模太陽フレアについて、いち早く警報を発信し衛星運用者等に
対処を促すなどの活動を行った。

ਤද������� Ϛϧνύϥϝʔλ・ϑΣʔζυΞϨΠؾ৅Ϩʔμʔʢ.1�1"83ʣ

ʲຌྫʳ

ɿ࡛ۄ大学（.1�1AW3ઃஔ৔ॴ）

ɿオリンピック・パラリンピック会৔
੨ઢɿ�0km（高૚؍ଌϞード෴Ҭ）
赤ઢɿ�0km（௿૚؍ଌϞード෴Ҭ）
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○「グローバルコミュニケーション計画」の推進
����೥ʢฏ੒��೥ʣ��݄、զ͕ࠃの೥ؒ๚೔֎ࠃਓཱྀऀߦ਺͕ॳめͯ�
���ສਓをಥഁ͠た͜ͱ͕、ಠཱߦ

੓๏ਓࡍࠃ観光ৼ͔ߏػڵΒ発ද͞Εた＊1 ɻ����೥ʢྩ࿨�೥ʣの๚೔֎ࠃਓཱྀऀߦ਺�
���ສਓͱ͍͏੓෎໨ඪ
のୡ੒に޲けͯ、ண実に૿Ճ͖͍ͯͯ͠るɻ·た、ࠃ֎ཹࡏਓ਺΋ۙ೥૿Ճ޲܏に͋Γ、����೥ʢฏ੒��೥ʣ��
݄຤に͸໿���ສਓͱաߴ࠷ڈをه࿥＊2 ɻಉ݄、๏຿লをத৺にʮ֎ࠃਓࡐのडೖΕ・ڞੜのための૯߹త対応ࡦʯ
੔උڥけた؀޲にݱੜ社会の実ڞਓͱのࠃ֎する׆Ͱੜࠃͼզ͕ٴのडೖΕࡐਓࠃ֎ఆ͞Εる＊3 ͳͲ、৽たͳࡦ͕
͕ਐめΒΕ͍ͯるɻ

͜のΑ͏に、֎ࠃਓͱަྲྀするػ会͕·す·す૿Ճするத、にΘ͔に஫໨をཋͼͭͭ͋るٕज़͕͋るɻཱࠃ研究
開発๏ਓ৘ใ௨৴研究ߏػʢ/*$5ʣ͕��೥Ҏ্にΘたΓऔΓ૊ΜͰ͍る、多言語音声翻訳ٕज़Ͱ͋るɻ͜Ε͸、
音声のೖग़ྗにΑΓ೔ຊ語ͱ֎ࠃ語ؒの翻訳をՄೳͱするٕज़Ͱ͋るɻ

૯຿লͰ͸、����೥ʢฏ੒��೥ʣ�݄にʮάϩʔόϧίϛϡχέʔγϣϯܭը＊4ʯを発ද͠、ੈքのʮ言༿のนʯ
をͳ͘͠、άϩʔόϧͰࣗ༝ͳަྲྀの実ݱに޲けͯ、/*$5͕開発͠た多言語音声翻訳ٕज़のਫ਼౓をߴめるͱͱ΋に、
ຽ͕ؒఏڙする༷ʑͳΞϓϦέʔγϣϯにద༻する社会実証等を実施͍ͯ͠るʢਤද�ʣɻ

ਤද� ʮάϩʔόϧίϛϡχέʔγϣϯܭըʯのਪਐ

　多言語対応ヘッドセット等のウェアラブル
機器を用い、症状や病名の翻訳など医師と 
患者のコミュニケーションを支援

　多言語対応型レジ端末により、商品の購入
や問合せなど、外国人客の要望にきめ細やか
に対応

○世界の「言葉の壁」をなくし、グローバルで自由な交流を実現する「グローバルコミュニケーション計画」を
推進するため、情報通信研究機構が開発した多言語音声翻訳技術の精度を高めるとともに、民間が提供する様々
なアプリケーションに適用する社会実証等を実施する。

　　これにより、ICTを活用したイノベーションを加速し、2020年の東京オリンピック・パラリンピックの際
には、 本技術を活用して「言葉の壁」がない社会をショーケースとして世界に発信する。
・多言語音声翻訳の対応領域、対応言語を拡大するための研究開発
　　多言語音声翻訳技術について、医療やショッピング等の旅行分野以外の会話の翻訳精度を向上するとともに、対応言語数を拡大する。また、

雑音対策や長文翻訳など、翻訳精度の向上に向けた研究開発を実施する。
・病院、商業施設、観光地等における社会実証 
　　産学官の連携により、多様なアプリケーションの社会実証を集中的に実施する。

　スマートフォンなどに話しかけると即座に
他の言語に翻訳して、音声出力する

病院 ショッピング多言語音声翻訳システムの仕組み

（スペイン語）②
Bebé está creciendo sano （インドネシア語）①Apakah

anda memiliki warna lain?

②（グラスの）色違いはあり
ますか。

①赤ちゃんは元気に育っ
ていますよ。

駅は/どこ/ですか

ekiwadokodesuka

the station / where / is

where is the station

Where is the station ?

駅はどこですか？

͞Βに、/*$5をத৺ͱ͠た׭ֶ࢈のྗを݁ू͠、����೥ʢฏ੒��೥ʣ��݄、άϩʔόϧίϛϡχέʔγϣϯ
開発ਪਐٞڠ会＊5 ͕ 設ཱɻ����೥ʢྩ࿨�೥ʣのΦϦϯϐοΫ・ύϥϦϯϐοΫ౦ژ大会をݟਾ͑、多言語音声翻
訳ٕज़のਫ਼౓をߴめ、社会の༷ʑͳ৔໘Ͱར༻Մೳͱするためにඞཁͳ׆ಈを׭ֶ࢈、͍ߦ࿈ܞにΑるΦʔϧδϟ
ύϯମ੍Ͱʮάϩʔόϧίϛϡχέʔγϣϯܭըʯをਪਐ͍ͯ͠るɻຊٞڠ会に͸、ࡁܦք、৘ใ௨৴ࣄ業ऀ、ֶ
、をਤるͱͱ΋にྲྀަ͠ू݁͘޿業ऀ・ར༻ऀ等͕ࣄ・Ճ͕͋Γ、研究ऀࢀ෼໺͔Βの͍޿の෯׭ֶ࢈、等ऀݧܦࣝ
ͳͲをਪਐ͍ͯ͠るɻݧにΑる研究開発・実証実ܞ࿈׭ֶ࢈

·た、͜ΕΒ研究開発΍社会実証にՃ͑、多言語音声翻訳ٕज़のप஌にؔするऔ૊΋実施ͯ͠おΓ、ͦのҰྫを
঺հするɻ

多言語音声翻訳ٕज़をΑΓͤ͞ٴී͘޿るػܖͱ͠、·た、ಉٕज़の社会実૷をՃ଎Խするため、૯຿লͱ/*$5

ʮάϩʔόϧίϛϡχέʔγϣϯܭըʯの推進ɹʙଟޠݴԻ੠຋༁ٕज़の੒Ռల開ʙ

政策フォーカス

＊1	 https://www.jnto.go.jp/jpn/news/press_releases/pdf/181219.pdf
＊2	 http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00081.html
＊3	 http://www.moj.go.jp/hisho/seisakuhyouka/hisho04_00066.html
＊4	 http://www.soumu.go.jp/main_content/000285578.pdf
＊5	 http://gcp.nict.go.jp/
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のओ࠵にΑΓ、翻訳ٕज़の৽͍͠ํ͍࢖のΞΠσΞをืूするʮΞΠσΞίϯςετʯͱ、࡞ࢼ඼ͳͲをืूする
ʮ࡞ࢼ඼ʢ1P$ʣίϯςετʯ͔Βߏ੒͞Εる、ʮ多言語音声翻訳ίϯςετʯを����೥ʢฏ੒��೥ʣ��݄͔Β
����೥ʢฏ੒��೥ʣ�݄·Ͱ開͠࠵たʢਤද�ʣ＊6ɻ౰ίϯςετͰ͸、実ࡍに/*$5の多言語音声翻訳ٕज़͕ࣗ༝
にར༻Ͱ͖るαϯυϘοΫεαʔόʔを開์͠、࡞ࢼ඼ίϯςετにおける࡞඼੡࡞に׆༻͞Εたɻ

ਤද� ඼ίϯςετදজࣜをऴ͑ͯ࡞ࢼ

○多言語音声翻訳技術の成果展開
実、্͠޲ըʯをਪਐ͖ͯ͠た݁Ռ、ۙ೥、翻訳ਫ਼౓͕ܭにΑるʮάϩʔόϧίϛϡχέʔγϣϯܞの࿈׭ֶ࢈

༻ՄೳͳҰఆのϨϕϧ·Ͱ౸ୡ͠たͱ͍͏ೝ͕ࣝ޿·Γ、/*$5の多言語音声翻訳ٕज़͕׆༻͞Εたຽؒ੡඼΍αʔ
Ϗε͕࣍ʑͱొ৔するΑ͏にͳͬた＊7ɻ

͜のΑ͏ͳ社会実૷に޲けたಈ͖をߋにՃ଎ͤ͞、Πϯό΢ϯυ観光࢈業のੑ׆Խ΍֎ࠃਓࡐͱのڞੜ等に΋د
༩す΂͘、多言語音声翻訳ٕज़をΑΓ؆ศにར༻Ͱ͖るڥ؀の੔උに޲け、૯຿লのҕୗ研究開発੒Ռ͕׆༻͞Ε
たຽؒࣄ業ऀにΑる多言語音声翻訳ϓϥοτϑΥʔϜのӡ༻͕、����೥ʢฏ੒��೥ʣ�݄͔Β開࢝͞Εた＊8ɻ͜
の多言語音声翻訳ϓϥοτϑΥʔϜの׆༻にΑΓ、ैདྷのΑ͏に、αʔϏε͝ͱに翻訳αʔόʔを੔උするඞཁ͕
ͳ͘ͳΓ、ωοτϫʔΫܦ༝Ͱ؆୯に翻訳ػೳをఏڙͰ͖るΑ͏にͳるͱͱ΋に、翻訳Ϋϥ΢υαʔόʔ͕ڞ༻Մ
ೳͱͳる͜ͱͰӡ༻ίετを௿͠ݮ、翻訳ٕज़を௿྿に׆༻Ͱ͖るΑ͏にͳる͜ͱ͕ظ଴͞Ε͍ͯるʢਤද�ʣɻ

＊6	 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin03_02000257.html
	 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin03_02000264.html
	 https://tagen.go.jp/
	 本事業は、内閣府の「官民研究開発投資拡大プログラム」（PRISM：プリズム）予算を活用して実施。
＊7	 http://gcp.nict.go.jp/news/products_and_services_GCP.pdf
＊8	 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin03_02000276.html
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ਤද� ʮ多言語音声翻訳ϓϥοτϑΥʔϜʯのΠϝʔδ

　インバウンドޫ؍産ۀの活ੑԽや外国人ࡐとのڞੜ等にもد༩す΂く、多言語自ಈ音声翻訳技術をより؆ศに
ར用できるڥ؀の੔උに向け、多言語音声翻訳プラットフォームが20��年�݄2�೔にӡӦ開࢝。

ʲ外国人ࡐのड入れ・ڞੜのための૯合的対応策（ฏ੒�0年�2݄）にࡌهʳ

૯合૭ޱҊ಺

対応࣌֐ࡂ

多言語音声翻訳プラットフォーム

翻訳ができる
ҿ৯ళオーμー端末

翻訳ができるレジ

自ಈ翻訳端末

ٕज़をΑΓ͍࢖қ͘する
・ैདྷ、αーϏス͝とに翻訳αーバーをཱち上͛るඞ要が
　あったがネットܦ由で؆୯に翻訳機ೳの提供がՄೳに。

௿ίετԽのਪਐ
・翻訳クラウドαーバーがڞ用Մೳとなることで、ӡ用
　コストを௿ݮし、翻訳技術の௿྿な活用がՄೳに。

˞　多言語音声翻訳プラットフォームは、多言語音声翻訳にݶΒͣ、文ষの翻訳等に͓いても活用することがՄೳ

૯຿ল͸、͜ΕΒのऔ૊を௨ͯ͡多言語音声翻訳ٕज़͕༷ʑͳ৔໘Ͱखܰに͑࢖る·Ͱී͠ٴ、多͘の֎ࠃਓの
ํͱʮ言༿のนʯを͡ײる͜ͱͳ͘、ࣗવにίϛϡχέʔγϣϯͰ͖る社会の実ݱを໨͍ͯ͠ࢦるɻ
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